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経営環境認識（日銀短観ソフトウェア投資）

2015年度は、銀行業・保険業でＩＴ投資の大幅な改善が期待される
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（出所）日銀短観（2015年3月調査）企業に対するアンケート調査に基づく



売上高＋受注残高（当期売上予定分）

期初の受注残高（当期売上予定分）は順調

売上高累計額＋受注残高（当期売上予定分）の推移
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足元の状況

2016年3月期の取り組み

大規模プロジェクトの獲得、新規顧客創出・拡大を目指す

コンサルティング • 顧客基盤の拡大、グローバル事業展開、業務コンサル、業務×ITコンサル、IT部門構造改革

金融ＩＴソリューション

2016年3月期の取り組み

証券業

• 野村證券の国内システム刷新プロジェクトの完遂
• 大手顧客との更なる関係強化
• リテールフロント、ホールセール領域への事業拡大、証券BPO事業の拡大
• 制度改正対応（マイナンバー 金融所得一体課税（公社債） ジュニアNISA）への対応制度改正対応（マイナンバ 、金融所得 体課税（公社債）、ジュニアNISA）への対応

保険業
• 既存顧客の大型案件への着実な対応、新規顧客の開拓、新規案件の獲得
• 制度改正（マイナンバー）への対応

銀行業
• 大手銀行のBestway/JJ移行案件の推進

銀行業 • メガバンク顧客基盤の拡大、ネットバンク事業の拡大
• 制度改正対応（マイナンバー、金融所得一体課税（公社債）、ジュニアNISA）への対応

その他金融業等
• 大型顧客の開拓、新規案件・グローバル案件の獲得
• 資産運用BPO事業の拡大

産業ＩＴソリューション

流通業 • 主要顧客の事業規模拡大や海外展開等の対応
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製造・サービス業等
• コンサルとシステムが協力し、新規顧客の開拓や既存顧客の深耕を図る
• ERP事業の強化、グローバル案件推進
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2016年3月期 通期連結業績予想のポイント

Vision 2015の最終年度。総仕上げの年としてこれまでの施策・成果を
さらに推し進めるとともに、次のビジョンのステップに。

 将来の成長分野への積極的投資と、不採算プロジェクトの発生抑止

営 利益 純利益 売上高、営業利益、当期純利益の過去最高の更新

 ROE予想は10.2％

 １株当たり年間配当を80円に増配 （前期実績70円）
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2016年3月期 通期連結業績予想

（億円）【通期】

2015年3月期
通期（実績）

2016年3月期
通期（予想）

増減額 増減率

売上高 4,059 4,250 +190 +4.7%売上高 4,059 4,250 190 4.7%
営業利益 514 580 +65 +12.7%
営業利益率 12.7% 13.6% +1.0P営業利益率 12.7% 13.6% 1.0P
経常利益 529 600 +70 +13.3%
当期純利益※ 388 410 +21 +5.5%当期純利益 388 410 +21 +5.5%
1株当たり当期純利益（EPS） ¥194.47 ¥204.49 +¥10.02
1株当たり年間配当金 ¥70 00 ¥80 00 +¥10 001株当たり年間配当金 ¥70.00 ¥80.00 +¥10.00
配当性向 36.5% 39.5% +3.1P

自己資本当期純利益率（ROE） 10 8% 10 2% △0 6P
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自己資本当期純利益率（ROE） 10.8% 10.2% △0.6P
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※親会社株主に帰属する当期純利益



2016年3月期 セグメント別外部連結売上高予想

2015年3月期
構成比

2016年3月期
構成比 増減額 増減率

（億円）【通期】

2015年3月期
通期（実績）

構成比
2016年3月期

通期（予想）
構成比 増減額 増減率

コンサルティング 273 6.7% 290 6.8% +16 +6.0%
金融ＩＴソリ シ ン 2 371 58 4% 2 500 58 8% +128 +5 4%金融ＩＴソリューション 2,371 58.4% 2,500 58.8% +128 +5.4%

証券業 1,165 28.7% 1,240 29.2% +74 +6.4%
保険業 564 13.9% 600 14.1% +35 +6.4%険

銀行業 345 8.5% 360 8.5% +14 +4.1%
その他金融業等 295 7.3% 300 7.1% +4 +1.4%

産業ＩＴソリューション 955 23.5% 1,010 23.8% +54 +5.7%
流通業 463 11.4% 490 11.5% +26 +5.6%
製造・サービス業等 491 12 1% 520 12 2% +28 +5 7%製造・サービス業等 491 12.1% 520 12.2% +28 +5.7%

ＩＴ基盤サービス 347 8.6% 340 8.0% △7 △2.2%
その他 111 2.8% 110 2.6% △1 △1.5%
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合 計 4,059 100.0% 4,250 100.0% +190 +4.7%
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2016年3月期 サービス別外部連結売上高予想

2015年3月期
通期（実績）

構成比
2016年3月期

通期（予想）
構成比 増減額 増減率

（億円）【通期】

通期（実績） 通期（予想）

コンサルティングサービス 471 11.6% 480 11.3% +8 +1.9%

開発・製品販売 1,367 33.7% 1,550 36.5% +182 +13.4%

運用サービス 2,066 50.9% 2,150 50.6% +83 +4.0%

商品販売 154 3.8% 70 1.6% △84 △54.7%

合 計 4 059 100 0% 4 250 100 0% +190 +4 7%合 計 4,059 100.0% 4,250 100.0% +190 +4.7%
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2016年3月期 設備投資、減価償却費予想

（億円）【投資等】

2015年3月期
通期（実績）

2016年3月期
通期（予想）

増減額 増減率

設備投資 310 450 139 44 8%

（億円）【投資等】

設備投資 310 450 +139 +44.8%

有形固定資産 83 210 +126 +151.5%

無形固定資産 227 240 12 5 6%無形固定資産 227 240 +12 +5.6%

研究開発 42 45 +2 +6.6%

2015年3月期
通期（実績）

2016年3月期
通期（ 想）

増減額 増減率

【減価償却費】 （億円）

通期（実績） 通期（予想）
増減額 増減率

合 計 258 340 +81 +31.8%
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